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要　旨

東アジア地域では，21世紀に入り，国を越えた人やモノの動きが急速に活発化し

ている．従来の国土計画の考え方では，政府が当該国民（家計及び企業）の行動に

影響を及ぼすことによって，より望ましい社会経済的状態を実現することが想定さ

れていた．しかし，現在のように，国々が経済的に高度に依存し合う状況では，一

国の政府が自国の社会資本整備等 (国土計画)を行うことで，自国内部の国民だけで

なく，諸外国政府や諸外国民の意思決定に影響を及ぼすという戦略的外部性が存在

する．特に，国際交通インフラに関しては，諸外国民を含む民間の経済活動との補

完性があると考えられ，整合的な国際インフラネットワークの形成が望まれる．一

方で，国際インフラネットワークの形成においては，複数国家の思惑が入り組んで

お り，政 府 間 の 将 来 の 不 確 実 性 に 対 す る 主 観 的 な 想 定 の 不 一 致 が 存 在 す る こ と が

考えられる．本研究では様々な要因によって生じうる調整の失敗の存在を示し，国

家間の国土計画のコーディネーションの必要性について，ゲーム理論を基礎として

分析をした．分析を通して，社会経済のボーダーレス化が進む中で，各国が従うべ

き規範的な国土計画の策定理念及びそのための制度的な仕組みを模索することを

目的とする．
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第1章 はじめに

21世紀を迎えて以降，東アジア諸国の間での人・モノの動きは活発化し，社会経

済的な統合が急速に進んでいる．国境を越えた経済活動の活発化に伴い，国際交通

を支える空港や港湾といった国際交通インフラの重要性がますます高まっている．

人的交流や物流には，人やモノの移動が必要であり，そのための時間や機材，エネ

ルギーといった取引費用が伴う．国際交通インフラへの投資は，人的交流やモノの

取引に伴う費用を軽減 し，さらなる人的交流や物流を可能にすることで，自国及

び外国双方に恩恵をもたらす．

国際交通インフラに は，諸外国の国際交通インフラや経済活動と補完的である

という特徴がある．例えば，わが国の国際交通インフラは，わが国の経済主体が海

外の経済主体と（財だけでなく，知識の交換をも含む広い意味での）取引を行うこ

とを可能にしている．一方で，自国の国際交通インフラは，自国の経済主体のみな

らず，外国の経済主体にも取引の機会をもたらす．また，自国の国際交通インフラ

は，外国 の国際 交通 インフラの利用機会の増加に貢献しているという意味で，外

部性が存在している．このような，外国との国際交通インフラの補完性を「インフ

ラ間の補完性」と呼ぶ．また，国際交通インフラは，経済活動とも補完的な関係が

ある．国 際交通 イン フラが存在していたとしても，その利用価値は国及び都市の

経済活動の活発度に依存するであろう．このような補完性を「インフラと経済活動

の補完性」と呼ぶ．さらには，経済活動そのものも，取引相手に依存するという意

味で互いに補完性を持っており，これを「経済活動間の補完性」と呼ぶ．以上のよう

に，投資 水準や 活動 水準の間に補完性という性質が存在する場合には，これらの

投資及び活動水準が適切にコーディネーションされる必要がある．国際交通インフ

ラの投資に関する意思 決定のように，戦略的補完性が存在する場合，パレート劣

位の均衡が選択されてしまう調整の失敗 (coordination failure)が生じる可能性がある

ことが知られている．

国際交通インフラ投資に関する意思決定の重要な指針となるのが国土計画であ

る．国土計画は，将来の国の目指すべき社会経済の姿を示し，その実現に必要とな

るインフラを整備する．従来までの国土計画では，政府と国民の 2者関係のみが想
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定されてきた．しかし，東アジア地域における社会経済の統合は，国際交通インフ

ラの補完性や社会経済活動との補完性に伴うコーディネーションの必要性を高めて

おり，一国の国土計画を策定する上での基本的な想定に大きな転換を迫っている．

国際交通インフラの重要性が高まる今日，政府と国民という国内だけを考慮した

国 土 計 画 で は 不 十 分 で あ り，諸 外 国 と の 戦 略 的 な 関 係 も 想 定 に い れ た 国 土 計 画 が

策定されなければならない時代を迎えている．国土計画は，一義的には，自国の国

益の増進を目的として策定されるべきであるが，国際交通インフラのパフォーマン

スは，外国における国際交通インフラの投資や，社会経済政策にも影響を受ける．

そのため，わが 国を 含む東アジア諸国において，それぞれの国の国土計画に整合

性を持たせることが，当該地域のすべての国の利益につながる．

ま た 一 方 で ，国 際 交 通 イ ン フ ラ の 整 備 の 大 き な 目 的 の ひ と つ に ，国 際 イ ン フ ラ

ネットワークの形成が掲げられる．空港や港湾といった国際インフラネットワークに

おいては，集積による取引の効率化を目的として，ハブアンドスポークス型のネッ

トワークの形成が望ま れ，それを見込んだ整合的な国土計画が必要とされる．し

かしながら，前述のように，補完性が存在する環境ではコーディネーションが必要

となり，将来に対する不確実性が生じる．その不確実性に対して，各国政府がそれ

ぞれの想定の下で意思決定を行った場合，不確実性そのものや，それに対する想定

の相違から，国土計画が整合的に策定されない恐れがある．このように，国際化が

進む現代においては，国家間の国土計画のコーディネーションが必要とされる．

本研究では，社会経済のボーダーレス化が進む中で，国際インフラと経済活動の

補完性や，国家間の将来に対する想定の相違に起因した調整の失敗が存在するこ

とを理論的に示す．さらに，調整の失敗が存在する社会環境において，各国が従う

べき規範的な国土計画の策定理念及びそのための制度的な仕組みを模索すること

を目的とする．

以下，2では，本研究の基本的考え方を示し，既存の研究概要をレビューし，着目

する論点を明らかにする．3では，国土計画の戦略的な策定プロセスを主観ゲーム

の枠組みに基づき定式化し，国際交通インフラ投資に関する調整の失敗が生じる

メカニズムを明らかにする．4では，主観的な想定の不一致を認識した環境を与え

ることで，国土計画のコーディネーションが出来る可能性を示す．
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第2章 本研究の基本的考え方

2.1 既存の研究概要

国土計画は，その計画のアナウンスを通じて，社会全体の行動を変化させ，より

よい社会へと導く企て であるという意味において，社会計画である．社会計画の

機能や問題に関連する研究は，すでに膨大に蓄積されている．

従来の土木計画学では国土計画を，計画者は政府であり，計画者である政府は，

施設整備や制度改革を通じて，国民の活動を制御することによって，望ましい国土

の姿を実現しようとするものとしてきた．すなわち，政府と国民は「統治者－被統

治者」という一方的な関係として捉えられてきたのである．しかし，政府は，国民

の活動によって生成された社会状態に基づいて，新たな社会計画を企てる．したがっ

て，計画するという行為は，必ずしも一方的に影響を及ぼす関係ではなく，双方向

に影響を及ぼし合う関係として見ることができる 1)．つまり，政府は社会を完全に

設計できるほど能力を有しているわけではなく，むしろ，政府も国民から社会の一

プレイヤーとして見られているということを前提として，社会計画を考えなけれ

ばならない．また，国家全体に関わる社会計画においては，計画の策定後にそれを

公表することが制度化されている場合が多い．計画の公表は，アカウンタビリティ

の意味で必要とされ，アカウンタビリティに関する研究は過去に数多くなされてい

る 2)− 4)．他にも，社会計画が失敗するメカニズムについて，解釈学を用いた研究も

存在する 5)．

一方，経済学の分野では，政策のアナウンスメントと政策実施のタイミングがず

れる場合に，政策のアナウンス時点の環境における最適政策と政策を実施する時

点の最適政策が乖離する時間的不整合の問題が指摘されている 6)− 10)．また，小林

11)は，以上のような，時間的不整合によって生じる非効率性を計画の失敗と定義し，

計画の失敗が 存在 する からこそ，計画の役割が存在することを指摘した（計画の

パラドクス）．時間的不整合が存在する環境では，政府は事前の計画を撤回し，事

後的に最適な政策を履行する誘因に晒されるが，政府によるこのような機会主義

的な行動は，結果的に損失をもたらすことが分かっている．しかし，以上の示唆は，
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マクロ経済政策のように，事後的に変更が可能な政策を前提として得られたもの

である．

一方で，本研究が扱う計画は，交通インフラ整備に関するものである．交通イン

フラ整備のケースでは，インフラをいったん建設してしまえば，マクロ経済政策の

ように，事後的に変更可能ではない．また，仮に建設してしまったインフラを事後

的に無費用で破壊することができたとしても，政府がそうすることで得られる利

益は存在しない．したがって，交通インフラ整備に関する社会計画に関する限り，時

間的不整合は問題にはならない．

しかし，すでに主張したとおり，交通インフラの整備計画のアナウンスによって，

社会全体の行動に働き かけるという意味においては，国土計画は，明らかに社会

計画である．交通インフラの計画が，社会にもたらす影響については，膨大な蓄積

が進んでいる．交通インフラは，人やモノが動くための（時間を含めた）費用を削

減する．交通費用の削減は，人々の交流や価値のあるモノの取引の潜在的機会を拡

大する．このように，交通インフラの整備計画は，新たに実現可能となった取引や

人々の交流によって，経済活動を促進する効果がある．これは伝統的な費用便益分

析の考え方であり，応用一般均衡分析 12)によって，数値として計測が可能である．

空港，港湾や道路といった国際交通インフラは，国境を越えた人やモノの移動を

可能にする．これまでにも，Krugman 13), 14)を初めとした経済地理学を中心に，多く

の文献において，国際交通インフラがもたらす経済効果を分析してきた．他には，

国際交通インフラ投資を輸送費用の低減として捉えた研究 15)や，貿易競争力にとっ

て，効率的な港湾の重要性が指摘する研究 16)も存在する．さらに，国際物流におい

て，港湾までの陸上輸送が港湾荷役や海上輸送そのものよりも大きな割合を占め

るとの報告もある．

しかし，以上のインフラ整備の効果に関する研究では，交通インフラの補完性や

集 積 の 経 済 に よ る 経 済 効 果 の み に 着 目 し て お り，本 研 究 で 取 り 扱 う 国 際 交 通 イ ン

フラの性質を表現しき れてはいない．本研究の問題意識としては，以上の研究と

は異なり，１）国際交通インフラが分権的に意思決定されるという事実，２）国際

交通インフラが都市の競争力の決定的な要因の一つであるという事実に着目して

いる．これらの事実は，すでに認識されている事実ではあるが，これらの前提を考

慮した国土計画の在り方について理論的に分析した研究は，筆者の知る限り存在

しない．
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2.2 東アジア経済の統合

東アジアは近年，目を見張るような経済成長を見せている．(なお，東アジアとは

日本，韓国，中国，ASEAN１０カ国を指すものとする．)東アジア地域は，1965年か

ら 1991年の間に一人当たりGNPが 5.5％増加するなど，南アジア地域，中東，アフリ

カ 諸 国 等 の 発 展 途 上 地 域 と 比 較 し て も 格 段 に 成 長 を 遂 げ，ア ジ ア 通 貨 危 機 以 前 ま

でのその成長は，世界銀行をして「東アジアの奇跡」とも言わしめた．通貨危機に

よって大打撃を受けた東アジア各国であったが，その後順調に回復し，更なる経済

発展を遂げる．2005年までの東アジアの経済成長率は平均９％を越え，中でも輸出

は世界全体の５分の１に達し，このまま順調に成長が続いていけば，25年ま で に

世界経済規模の４割に達するのではないかと予測されるほどである 17), 18)．

東アジアの脅威的な経済成長には様々な要因が複雑に絡み合っており，その要因を

一意的に決定することは極めて困難であるが，地域経済化が関係していることは

明らかである．２１世紀初頭の世界経済は全世界を包み込むグローバリゼーション

の流れが存在しており，経済の地域化が進んでいったことで，それに触発されたよ

うにEUやNAFTAが結成された．東アジアもその流れを受け，1967年のASEAN結成に

始まり，現在では，東アジア共同体や東アジア FTA構想などの更なる経済的な統合

が進められている．

しかしながら，東アジア地域には統合に際して様々な問題が残っている．東アジア

では，世界経済のグロ ーバル化の流れから急激に地域化が浸透し，そのあまりの

早さに，国民経済とそれを支える制度が完成しないままに地域化を進めてしまう

こととなった．また，既に高度に地域統合されている EUとは違い，東アジアには民

主主義国，非民主主義国，権威主義国が含まれており，政治体制や人権水準にも格

差が存在している．そのため，域内における制度的，政治的な意味で大きな断層を

抱えたまま，経済格差までも広がっていってしまったのである．このような非対称性

は国家観の相違をもたらし，政府の意思決定や戦略にまで影響を及ぼす．

以上の問題を踏まえると，東アジア統合において，高度な水準の経済統合を目指

すのであれば，制 度的 ，政治的な統合も視野に入れておかなければならないこと

が分かる．し かし なが ら，このような非対称性の強い地域の統合には高いリスク

が伴い，簡単に出来るものではない．そこでまずは経済的な統合を求心力として，

東アジアの持つ非対称性を踏まえつつも徐々にでもこれを改善できるような統合
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を推し進めていくのが 最善の策とするしかないのである．近年では，この東アジ

アの特性を活かした統合へのアプローチも提案されている 19)− 22)．

本研究では，東アジアにおける非対称性を，不確実な将来に対する主観的な想定

の差によって表現する．これによって，その相違を要因のひとつとして生じうる調

整の失敗 につい て分 析する．分析を通して，今後の東アジア地域における国土計

画に対する，政策的な示唆を与えることを本研究の目的のひとつとしている．

2.3 補完性と調整の失敗

本研究が着目する国際交通インフラに関しては，様々な補完性が存在する．国際

交通インフラに 関す る補完性については次節にて示すとして，本節では，戦略的

補完性の概念を明らかにし，それによって生じる調整の失敗について説明する．

戦略的補完性の関係を持つゲームについてはまず，Topkis 23)による supermodular game

という概念が提案された．複数の経済主体が存在するとき，一方の経済主体の戦

略的な行動が他方の主体が獲得する利得に影響を及ぼす場合，戦略的外部性が存

在すると呼ぶ．こ のと き，一方の戦略的行動が他方の限界利潤を増加させる場合

は戦略的補完的な関係，逆に減少させる場合は戦略的代替的な関係にあるという．

この関係を次に示す Cooper and Johnのモデル 24)を用いて説明しよう．

主体 i(i = 1, ..., I)が戦略 ei ∈ [0, E]を選択するとする．この戦略 eiは主体 iの活動水準

を表している．また，全ての主体はそれぞれ非協力的に活動水準を選択する．主体

i以外の全ての主体が戦略 e−iを選択し，自らは戦略 eiをとったとき，主体 iが得る利

得を σ(ei, e−i; θi)と定義する．このとき θiは主体 iの利得に関するパラメータとする．

また，σは連続かつ微分可能とし，σ1 > 0かつ σ11 < 0，すなわち強凸性を仮定する．

ただし，下付き文字 j(j = 1, 2, 3)はそれぞれ ei，e−i，θiによる偏微分を表す．

このとき以下の式が成り立つとき，ゲームに戦略的補完性 (strategic complementarity)

が存在するという．

σ12 =
∂2σ

∂ei∂e−i
> 0 (2.1)

一方，以下の式が成り立つ場合は，戦略的代替性 (strategic substitutability)が存在す

るという．
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σ12 =
∂2σ

∂ei∂e−i
< 0 (2.2)

また，σ2 > 0の場合は正の，σ2 < 0の場合は負のスピルオーバー効果が存在すると

いう．ゲームに戦略的補完性が存在する場合，主体 i以外の全ての活動水準 e−iが増

加した場合，自らの最適反応 ei
∗も増加することになる．これは複数のナッシュ均衡の

存在を意味し，戦略的補完性が複数均衡の必要条件となっていることを意味する．

この複数均衡は，それぞれパレートの意味でランク付けすることが出来る．これ

は全ての主体が高い努力水準を選択したときの利得の方が，より低い努力水準を

選択した場合よりもパレートの意味で上回っていることを示している．このとき，

パレート劣位な均衡戦略が選択されてしまう場合を調整の失敗 (coordination failure)

が生じているという．調整の失敗が生じた場合，よりよい均衡解が存在するのにも

関わらず，パレート劣位な均衡解にロックインされてしまう可能性がある．そのた

め，戦略的補完性の存在する状況では，何らかの形でのコーディネーションが必要と

される．また，戦略的補完性の存在するゲームにおいては，オプションや事前のコ

ミュニケーションの導入によって改善出来る可能性が示唆されている．補完性に関す

る研究は数多く，比較制度分析 25), 26)やマクロ経済現象の分析 27)− 29)が為されている．

2.4 国際交通インフラと補完性

空港や港湾のような国際交通インフラは，外国にも同様に空港や港湾が整備さ

れており，なおかつ，その国との人の交流やモノの取引を行うことが前提となって，

はじめてその経済的価値が発生する．すなわち，前述の戦略的補完性が存在すると

考えられる．国際交通インフラにまつわる補完性は，図-2.1のように整理できる．

図-2.1の (1)は，国際交通インフラが外国の国際交通インフラの整備水準との補完

性を示す．ある国において，空港や港湾を整備したとしても，潜在的な取引相手国

に空港や 港湾が 存在 しなければ，自国の空港や港湾の存在価値はない．このよう

な補完性を「インフラ間の補完性」と呼ぶ．

図-2.1の (2)は，国際交通インフラと民間（非政府）アクターの経済活動水準との

補完性である．大部分の交通需要は，交通それ自体を目的としたものではなく，何

らかの経済活動を目的として派生的に発生する．したがって，ある国の間に国際交

通インフラが整備されていたとしても，両国の間で経済的取引が存在しなければ，
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国際交通インフラは利用されないであろう．このような，国際交通インフラの民間

アクターの経済活動水準との補完性を「インフラと経済活動の補完性」と呼ぶ．

最 後 に ，図-2.1の (3)は ，民 間 ア ク タ ー の 経 済 活 動 水 準 そ の も の の 補 完 性 で あ る ．

多くの民間アクターの取引相手は，民間アクターであり，その範囲は諸外国にも及

ぶ．取引相手の経済活動の水準が低ければ，当該アクターの経済水準も低下 す る

が，活発な取引が行われれば，その分両者は大きな利益を得ることが出来る．この

ような補完性を「経済活動間の補完性」と呼ぶ．

このように，交通インフラと空間的な経済発展との間には，相互依存関係が存在

する．公的セクターは，予想される地域の経済発展に対応するために，交通インフ

ラを整備する場合もあれば，交通インフラ不足によるボトルネックが存在していな

いとしても，経 済発 展が遅れている地域を刺激するために，交通インフラの整備

水 準 を 向 上 さ せ よ う と す る か も し れ な い 30)．こ の よ う に ，交 通 イ ン フ ラ の 整 備 水

準は，民間アクターが経済活動をどこで行うかの決定要因になりうる．インフラ

整備水準が高ければ，その国における経済活動に必要な諸費用 (エネルギーや交通

費 用 を 含 む 取 引 コ ス ト)が 少 な く て 済 む ．こ れ に よって ，民 間 ア ク タ ー は イ ン フ ラ

や制度が整備された国に集まり，経済活動の効率化が促進される．これを産業集積

(agglomeration)と呼ぶ 13), 14)．

以上より，インフラや経済活動が相互に補完性を持つことで，各国政府は自国の

民間アクターの経済活動だけでなく，諸外国政府によるインフラ整備や，諸外国の

民間アクターの経済活動を考慮して，戦略的に国土計画を策定しなければならな

いことが分かる．

例えば，わが国の平成 20年度国土形成計画（全国計画）においても，「東アジアと

の円滑な交流・連携」が戦略的目標として謳われており，東アジアの市場をにらん

だ企業の新しい発展戦略，観光立国の実現，陸海空にわたる交通・情報通信ネット

ワークの形成といった政策目標が設定されている．また，東アジア諸国の国土計画

においても，例えば，中国の国土計画では，中日地域協力（長江中下流域と日本の

阪神地域）のように，具体的な地域間協力に関するビジョンを考慮に入れている．

本研究では特に，「インフラと経済活動の補完性」に着目した．インフラと経済活

動間の補完性が存在することで，高水準のインフラ整備された国が複数存在した

場合，整備水準を観察した民間アクターは活発な経済活動を行うことが出来る．し

かしながら，政府は民間の経済活動が，どこに集積するのかを確定的に知ることが
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出来ない．つまり，政府は将来の不確実性の下で意思決定を行わなければならない

ことになる．これによって，社会全体として最適な均衡が実現出来ない場合を，本

研究では調整の失敗と定義し，その分析を行う．調整の失敗とは本来，自分以外の

アクターの意思決定に不確実性が伴うことによって，パレート劣位な均衡を実現し

てしまう状態を指す．本研究でも，不確実性によって社会的損失が生じる場合，と

いう意味で調整の失敗を用いている．一方で，不確実性だけでなく，その不確実性

に対する主観的な想定 の違いによっても社会的に最適でない状態が生じうる こ と

を考慮した点において，既存の研究とは違う立場からの分析となっている．

2.5 国際的な国土計画の必要性

空港や港湾のようなネットワークインフラでは，輸送機材の大型化に伴い，ハブ

ア ン ド ス ポ ー ク 型 の ネット ワ ー ク が 形 成 さ れ る こ と が 考 え ら れ る ．国 際 的 な 物 流

ネットワークにおいて，ハブ空港やハブ港湾，つまり，ハブ拠点の存在は，移動や輸

送の効率化の点で望ましい．一方で，国際的な交通ネットワークの中で，自国の都

市に国際ハブ空港やハブ港湾を形成することが，国際都市の競争力にとって，極め

て重要な要素になっている．経済活動の場として都市が魅力的であるためには，大

規模な物流，人流に対応できるための国際交通インフラが不可欠であることは言

うまでもない事実である．

しかしながら，空港や港湾を整備すれば，必ず都市が発展するわけではない．こ

れは，ターミナ ル施 設の整備は，都市の発展のための十分条件ではないこと を 意

味している．何故ならば，高い水準で施設整備したとして，その都市のインフラ整

備水準にに応じた活発な経済活動が行われなければ都市の発展は起こりえないか

らである．すな わち ，各 国家間には都市の発展をめぐるコンフリクトが存在 し て

おり，将来に対する不確実性の下で，各国政府は独自の想定にしたがって意思決定

を行うのである．想 定に差異があれば，過剰なインフラ整備等の不整合な国 土 計

画が実施されてしまうかもしれない．

現状と して ，各 国政府は東アジア全体の観点から国際交通インフラの姿を描い

ているわけではなく，諸外国の状況について，考慮に入れつつも，独自の予測に基

づいて戦略を形成して いる．現在のように，各国が物流のハブ拠点形成の競 争 を

行っている中で，必ずしもすべての計画が，想定通りになるわけではない．つまり，
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域内各国の国土計画が すべて整合的であるという保証はない．すなわち，国際交

通インフラによるネット ワークの形成には極めて分権的な側面が存在すると い え

る．域内国の国土計画の不整合は，東アジア地域各国政府が，不確実な将来に対し

て別々の想定を置いているからこそ生じると考えられるのである．

このように，分権的な側面を持つ環境では，各国の国土計画が整合的でなくなる

可能性が存在し，その意味では国際的な合意が存在する下での整備計画が必要に

なる．国際的なインフラ投資計画を自国だけでなく，地域単位の枠組みで策定する

ことに関する研究 31), 32)も存在しており，言わば国際的な国土計画が必要となってき

ているのである．EUではこの試みが既に為されており，地域単位での整合的なイ

ンフラ環境が整いつつある．しかしながら，東アジアでは，部分的なネットワーク

は整備されてきているが，一方で地域全体を対象とした国土計画は策定されてお

らず，未だ調整の余地が存在すると言える．

例えば，現在世界各国が自国の港湾をハブ拠点化しようと，グローバルなネット

ワーク構築競争に挑んでいる．しかし，港湾に絶対的な競争優位は存在しない．そ

の一方で，韓国政府はすでにハブ拠点化している釜山港に続く，光陽港や釜山新港

の建設を行っており，過剰投資の可能性が懸念される 33)．韓国政府だけでなく，世界

各国政府にはインフラに対する過剰投資の可能性が存在する．このような社会的

損失を抑制するために，各国の国土計画の調整が必要である．

本研究ではこの国際インフラの補完的かつ分権的な性質を，主観ゲームを用い

て定式化した．調整の失敗は，他者の行動や将来の不確実性によって生じることが

知られているが，その将来の不確実性に対して，意思決定者が別々の想定をおいて

いた場合，調 整の 失敗 の発生はどのように変化するだろううか．国際インフラ整

備のように，意志決定者の想定が乖離している可能性が存在している環境におけ

る調整の失敗を分析するため，主観ゲームを用いて分析を行う．本研究の新規性の

ひとつは，こ のよ うに ，意思決定の不確実性に対して主観的な想定が乖離してい

る可能性を考慮した点である．
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第3章 基本モデル

3.1 モデル化の前提条件

複数の国が国際交通のターミナルインフラの投資戦略を決定するゲーム的環境

に お い て ，社 会 的 に 最 適 で な い 状 態 が 生 じ る 可 能 性 に つ い て 明 ら か に す る た め ，

図-3.1に示すような，国土計画策定戦略の 2国モデルを定式化する．世界には，A国

と B国の 2国のみが存在し，それぞれの国は，国土計画として，国際インフラに関

する投資水準 si ∈ {H,L} (i = A,B)を策定し，実施する．si = H は，i国がハブ拠点と

して機能するレベルの高い水準で投資することを表し，si = Lは，ハブ拠点として

機 能 し な い レ ベ ル の 低 い 水 準 で 投 資 す る こ と を 表 す．政 府 が 投 資 水 準 H を 選 択 し

たときの投資費用を cH，投資水準Lを選択したときの投資費用を cLと表す．ただし，

cH > cLである．

国土計画の策定及び公表にはタイミングのずれがあり，A国が先に国土計画を策

定，実施する．B国は，A国が実施した国土計画に関する情報を考慮した上で，自ら

の国土計画を策定し実施する．A国と B国の民間アクターは，いずれか一方の国の

都市で取引を行うことにより利益を獲得する．A国，B国の民間アクターは，インフ

ラが整備され，供用された後に，外国と取引を行うか，もし，行うのであれば，どの

国で取引を行うかを決定する．取引とは民間アクターの経済活動を表しており，例

えば企業であれば，生産活動をどこで行うか，家計であれば消費活動をどの国と対

して行うかを意味している．i国の民間アクターの取引に関する選択を ai ∈ {0, A,B}

と表す．ai = 0は，取引を行わないという意思決定を表し，ai = Aは A国で取引を行

い，ai = B は B国で取引を行うという意思決定を表す．民間アクターが取引を行う

際に，ハブ拠点インフラが存在する国において，取引を行うことによって，両国の

民間アクターはともに利得Rを獲得する．一方，ハブ拠点インフラが存在しない国

において取引を行えば，両国の民間アクターともに rを獲得する．ただし，インフ

ラと経済活動間の補完性を仮定し，よりインフラ整備された国で取引を行ったほう

が利得が大きいとして，R > rである．i国の民間アクターが自国で取引する場合に

は，取引費用なしで取引できるが，一方の j国（j ̸= i，j ∈ {A,B}）で取引する場合に
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は，取引費用 tを要する．ここで，取引費用について，以下の大小関係を仮定する．

r < t < R (3.1)

両国の民間アクターに帰属する利得は，移転が不可能であると仮定する．以 上 を

整理すると，i国の民間アクターの利得は，

πi(ai, aj |si, sj) =



R if ai = aj = i and si = H

R − t if ai = aj = j and sj = H

r if ai = aj = i and si = L

r − t if ai = aj = j and sj = L

0 if ai = 0 or aj = 0 or ai ̸= aj

(3.2)

と表される．

各国の政府は，自国の民間アクターの利得の最大化を目的として，インフラ投資

水準に関する意思決定を行う．

3.2 民間アクターの行動

イ ン フ ラ の 投 資 水 準 の 状 態 は ，S = (si, sj)と す る と ，S = (L,L), (H,L), (L,H), (H,H)

の 4通りが存在する．インフラ施設の整備状態は，民間アクターの経済活動の立地

場所を決定するゲームのフレームを提供する役割を果たしている．それぞれの投

資水準の状態の下での，民間アクターの行動について分析しよう．まず，S = (L,L)

のとき，民間アクターの戦略的ゲーム G1の利得表は表-3.1となる．ナッシュ均衡は，

(0, 0)である．

S = (H,L)のとき，民間アクターの戦略的ゲーム G2の利得表は表-3.2となる．ナッ

シュ均衡は，(A,A)である．

S = (L,H)のとき，民間アクターの戦略的ゲーム G3の利得表は表-3.3となる．ナッ

シュ均衡は，(B,B)である．

最後に，S = (H,H)のとき，ゲームの利得表は 表-3.4となる．このゲームには，明

らかに (A,A), (B,B)の 2つのナッシュ均衡が存在する．このとき，両国の民間アクター

は，どの国で取引を実際に行うかという意思決定についてコーディネーションを行

う必要がある．ここで，コーディネーションの問題を解決するために，何らかのシグ

ナル ω ∈ Ωに従って場所を決定すると仮定しよう．Ωは，シグナルの空間を表す．本研
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究では，シグナル空間が Ω = {A,B}であると仮定する．また，ω = Aとなる確率を p

と表す．この仮定は，必ずしも現実のメカニズムをそのまま反映しているわけでは

ないが，民間アクターは結果的に何らかの形で調整を行い取引を実現することを

表現するために，シグ ナル構造を用いた相関均衡点として，取引の場所が決定さ

れると仮定する．ここでの，シグナルを用いた戦略形ゲームによる定式化は，民間

アクターが取引場所を決定する際に，事後的にはコミュニケーションを行い，何ら

かの形で調整を行うという事実を表しているに過ぎない．シグナル ωに対して，i

国の民間アクターがそれぞれのシグナルの下で選択する行動に関する戦略（相関

戦略）を ti = (ai|ω=A, ai|ω=B)と表す．このとき，以下の補題が導かれる．

補題　シグナル構造 γ = (Ω, p)を持つ戦略形ゲーム (G4, γ)の相関均衡点 t∗A及び t∗B は，

任意のシグナルの確率分布 pに対して，t∗A = t∗B = (A,B)である．

両方の国がハ ブ拠 点インフラを整備した場合，いずれの国においても取引が行

われる可能性がある．しかし，取引が実際にどちらの国で行われるかは，事前には

確定的に 知るこ とは できない．補題 は，いずれの国の都市が取引場所として選択

されるかは，不確実性を伴う要因によって決定することを表している．

民間アクターの均衡戦略の下で，取引が行われる国を aと表す．すなわち，

a =

 i if a∗A = a∗B = i

0 if a∗A = a∗B = 0 or a∗A ̸= a∗B

(3.3)

である．ただし，a = 0は取引が生じない場合を表す．以上の，インフラ整備状態 S

を所与としたときの，民間アクターの均衡戦略の下で選択される取引の場所を整

理すると，

a =


A if S = (H,L) or {S = (H,H) and ω = A}

B if S = (L,H) or {S = (H,H) and ω = B}

0 if S = (L,L)

(3.4)

となる．
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3.3 主観ゲームモデル

以上の 民間 アク ター のゲームを所与として，両国政府のインフラ投資戦略を考

えよう．S = (H,H)の場合，いずれの国で民間アクターが取引を行うかは，確率的に

決まる．ここで，いずれの国で取引か行われるかに関する確率は，あくまでも両国

政府が主観的に評価するものと仮定する．i国政府は，A国で取引が行われる確率

を piと評価する．主観的評価確率 piは，言わば，i国の想定する将来の予想図であり，

現在や過去の実績を評価した上での，その予想図における A国に対する期待の確

信度を表している．また，あくまで将来に対する予測のため，0 < pi < 1である．さ

らに，この主観的確率 piに関して i国は，相手国も，自国の想定した主観的確率 piを

想定して戦略的に行動すると考えており，両国の想定が違っている (pA ̸= pB)可能性

が存在する事実に関して知識を有していないと仮定する．

A国政府の主観的期待利得は，主観的確率によって評価した自国の民間アクター

の期待利得と投資費用の差と定義しよう．すなわち，i国政府の想定するA国政府の

主観的期待利得は，

uA
i(S|pi) =



−cL if S = (L, L)

R − cH if S = (H,L)

R − t − cL if S = (L, H)

piR + (1 − pi)(R − t) − cH if S = (H,H)

(3.5)

と表される．

同様に，i国政府の想定する B国政府の主観的期待利得は，

uB
i(S|pi) =



−cL if S = (L,L)

R − t − cL if S = (H,L)

R − cH if S = (L,H)

(1 − pi)R + pi(R − t) − cH if S = (H,H)

(3.6)

と表される．ただし，高いインフラの投資水準Hを選択したとしても，自らの国で

取引が行われる場合の利得は，そうでない場合の利得よりも大きいと仮定する．す

なわち，

R − cH > R − t − cL > 0 (3.7)

が成立する場合を考える．
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今，両国は主観的確率 piの下で別々のゲームを行っていることが分かる．そこで，

民間アクターの行動を所与としたときの，全体のゲームをゲーム Γ，i国政府の主観

ゲームを Γiと表すと，Γは ΓAと ΓB で構成されている．また，Γiは図-3.2に示す展開

型ゲームとして表される．

3.4 均衡解

以上の主観ゲーム Γiの均衡解を後ろ向き帰納法によって求めよう．後手のB国政府

は，A国のインフラ投資水準に関する戦略を観察した後に，自国のインフラ投資水

準の意思決定を行う．

主観ゲーム Γiにおいて，sA = Hのとき，i国政府が想定するB国政府の主観的期待

利得 uB
i(H, sB|pi)は，

uB
i(H, sB|pi) =

 ψi − cH if sB = H

R − t − cL if sB = L
(3.8)

である．ただし，

ϕi = piR + (1 − pi)(R − t) = R − (1 − pi)t (3.9)

ψi = pi(R − t) + (1 − pi)R = R − pit (3.10)

である．A国の戦略を所与としたときの，B国政府の最適戦略は，

sB
∗(H) = arg max

sB
uB

i(H, sB|pi) (3.11)

であるから，

sB
∗(H) =

 H if pi ≤ 1 − η

L if pi > 1 − η
(3.12)

が導かれる．ただし，

η =
cH − cL

t
(3.13)

である．仮定 (3.7)より，0 < η < 1が成り立つ．

また，pi = 1− ηのとき，ψi − cH = R − t− cLより，B国は戦略H，Lを任意に選択する

が，この場合は戦略H を選択することを仮定している．
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sA = Lのとき，i国政府が想定する B国政府の主観的期待利得 uB
i(L, sB|pi)は，

uB
i(L, sB|pi) =

 R − cH if sB = H

−cL if sB = L
(3.14)

である．同様に，

sB
∗(L) = arg max

sB
uB

i(L, sB|pi) (3.15)

を満たす最適戦略 sB
∗(L)は，

sB
∗(L) = H (3.16)

となる．

以上の主観ゲーム ΓiにおけるB国政府の最適戦略 sB
∗ = (sB

∗(H), sB
∗(L))を所与とし

て，主観ゲーム Γiにおける先手の A国政府の最適戦略 sA
∗を求めよう．最適戦略 sA

∗

は，

sA
∗ = arg max

sA
uA

i(sA, sB
∗|pi) (3.17)

のように定義される．

A国政府が sA = Hを選択したとき，i国政府が想定するA国政府の主観的期待利得

uA
i(H, sB

∗(H)|pi)は，

uA
i(H, sB

∗(H)|pi) =

 ϕi − cH if pi ≤ 1 − η

R − cH if pi > 1 − η
(3.18)

と表される．また，A国政府が sA = Lを選択したとき，i国政府が想定するA国政府

の主観的期待利得 uA
i(L, sB

∗(L)|pi)は，

uA
i(L, sB

∗(L)|pi) = R − t − cL (3.19)

と表される．ここで，

η ≥ 1
2

(3.20)

の場合を考える．pi ≤ 1− ηのとき，i国政府は，B国政府が sB = H を選択すると考え

る．このとき，必ず，

pi < η ⇐⇒ ϕi − cH < R − t − cL (3.21)

が成立するので，A国政府の最適戦略は s∗A = Lである．また，pi > 1− ηのとき，最適

戦略は s∗A = Hとなる．したがって，主観ゲーム ΓiにおけるA国政府の最適戦略 sA
∗は，

sA
∗ =

 L if pi < 1 − η

H if pi ≥ 1 − η
(3.22)
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と導かれる．

ただし，この場合もB国と同様に，1− η = piのとき，A国は戦略H を選択すると仮

定している．

以上で，主観ゲーム Γiの部分ゲーム完全均衡解を導いたが，主観ゲーム Γiでは，

プ レ イ ヤ ー が 想 定 す る シ グ ナ ル の 確 率 分 布 が 主 観 的 で あ り，他 の プ レ イ ヤ ー の 想

定に関してはまったく知識を有していない．したがって，まず先手のA国政府は，自

らが有する主観的確率 pAに基づく主観ゲーム ΓAを想定して，合理的に計算した最

適戦略を選択する．したがって，A国政府が実際に選択する戦略は，

sA
◦ =

 L if pA < 1 − η

H if pA ≥ 1 − η
(3.23)

となる．

次に，B国政府は，A国政府が選択した戦略を観察した後に，自らの戦略を選択

する．このとき，B国政府は，自らが有する主観的確率 pBに基づく主観ゲーム ΓBを

想定して，合理的に計算した最適戦略を選択する．

sB
◦(sA) =

 H if sA = H and pB ≤ 1 − η or sA = L

L if sA = H and pB > 1 − η
(3.24)

となる．

以上を整理すると，実際に選択される均衡プレイ S◦ = (sA
◦, sB

◦)は，
(L,H) if pA < 1 − η

(H,H) if pA ≥ 1 − η and pB ≤ 1 − η

(H,L) if pA ≥ 1 − η and pB > 1 − η

(3.25)

と表される．

次に，

η <
1
2

(3.26)

の場合を考える．pi ≤ 1− ηのとき，i国政府は，B国政府が sB = H を選択すると考え

る．このとき，必ず，

pi < η ⇐⇒ ϕi − cH < R − t − cL (3.27)
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であれば，A国政府の最適戦略は s∗A = Lであり，pi ≥ ηであれば最適戦略は，s∗A = H

である．また，pi > 1 − ηのとき，最適戦略は s∗A = H となる．したがって，主観ゲーム

ΓiにおけるA国政府の最適戦略 sA
∗は，

sA
∗ =

 L if pi < η

H if pi ≥ η
(3.28)

と導かれる．

以上で，主観ゲーム Γiの部分ゲーム完全均衡解を導いたが，主観ゲーム Γでは，プ

レ イ ヤ ー が 想 定 す る シ グ ナ ル の 確 率 分 布 が 主 観 的 で あ り，他 の プ レ イ ヤ ー の 想 定

に関してはまったく知識を有していない．したがって，まず先手のA国政府は，自ら

が有する主観的確率 pAに基づく主観ゲーム ΓAを想定して，合理的に計算した最適

戦略を選択する．したがって，A国政府が実際に選択する戦略は，

sA
◦ =

 L if pA < η

H if pA ≥ η
(3.29)

となる．

次に，B国政府は，A国政府が選択した戦略を観察した後に，自らの戦略を選択

する．このとき，B国政府は，自らが有する主観的確率 pBに基づく主観ゲーム ΓBを

想定して，合理的に計算した最適戦略を選択する．

sB
◦(sA) =

 H if sA = H and pB ≤ 1 − η or sA = L

L if sA = H and pB > 1 − η
(3.30)

となる．

以上を整理すると，実際に選択される均衡プレイ S◦ = (sA
◦, sB

◦)は，
(L, H) if pA < η

(H,H) if pA ≥ η and pB ≤ 1 − η

(H,L) if pA ≥ η and pB > 1 − η

(3.31)

と表される．

以上をまとめると，実際の均衡プレイ S◦は以下の様に表せる．

1) η ≥ 1/2のとき
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(L, H) if pA < 1 − η

(H,H) if pA ≥ 1 − η and pB ≤ 1 − η

(H,L) if pA ≥ 1 − η and pB > 1 − η

2) η < 1/2のとき
(L, H) if pA < η

(H,H) if pA ≥ η and pB ≤ 1 − η

(H,L) if pA ≥ η and pB > 1 − η

(3.32)

3.5 調整の失敗

各インフラ整備環境について，社会全体の利得，すなわち，A国，B国が実際に得

られる利得の和 u(S) = uA(S|pA) + uB(S|pB)について考えてみよう．各インフラ整備環

境において，u(S)は以下のようになる．

u(S) =


2R − t − 2cH if S = (H,H)

2R − t − (cH + cL) if S = (H,L) or S = (L,H)

−2cL if S = (L,L)

(3.33)

すなわち，u(H,L) = u(L, H) > u(H,H) > u(L,L)より，社会的に最適なインフラ環境

は S = (H,L), (L,H)であることが分かる．しかしながら式 (3.32)より，社会的に最適で

ないのにも関わらず，均衡プレイとして S = (H,H)が選択される場合がある．本研究

ではこのように，他のプレイヤーの意思決定に不確実性が伴うことによって，社会

的に最適でない均衡が実現してしまう場合，すなわち S = (H,H)の場合を調整の失

敗 (coordination failure)と定義する．このとき，どちらかの国の政府は過剰投資を行っ

ていることになるため，国土計画のコーディネーションが必要となる．

それでは前節の導出過程を参考に，どのようなメカニズムで調整の失敗が生じる

のかを分析する．主観ゲームΓiにおける，i国政府の想定する均衡戦略を Si
∗とする．

ここでまず，i国政府にとって想定した戦略通りに，意図的に調整の失敗を生じさ

せている場合，すなわち，i国政府の主観的想定においては，相手がインフラのハ

ブ拠点化を譲らずに大規模な投資を行った方が，非ハブ拠点化した場合の利得以上

の主観的な期待利得を得られ，かつ自分もその条件を満たすときの調整の失敗を
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考える．このとき，民間アクターの取引場所が一意的に決定されないために，彼ら

の取引場所に関する均衡戦略に不確実性 (均衡選択の不確実性)が生じることで，調

整の失敗が起こっていることが分かる．この場合を，均衡選択の不確実性による調

整の失敗と定義する．なお，この場合の実際の均衡プレイは主観的な意味でパレー

ト効率的であるとみなすことが出来る．

また，i国政府の想定では，自国のインフラがハブ拠点化して，相手国は非ハブ

拠点投資を行うはずであったが，実際の均衡プレイでは両国政府共にハブ拠点化水

準のインフラ投資を行ってしまう場合の調整の失敗も存在する．この場合は，両国

政府の将来の不確実性に対する主観的な想定 (主観的評価)に，乖離が生じているた

めに起こる調整の失敗である．これを，主観的評価の不一致による調整の失敗と

する．この場合，想定外の均衡プレイが行われた i国政府にとっては，主観的な意味

でパレート劣位な均衡が選択されたことになる．

では η ≥ 1/2のときを考える．式 (3.32)より，調整の失敗が起こる条件は，pA ≥ 1 − η

かつ pB ≤ 1 − ηである．この条件を満たすとき，Si
∗は以下のように表せる．

SA
∗ =

 (H,L) if pA > 1 − η

(H,H) if pA = 1 − η
(3.34)

SB
∗ =

 (L, H) if pB < 1 − η

(H,H) if pB = 1 − η
(3.35)

これを踏まえ ると ，均 衡選択の不確実性による調整の失敗の条件は以下のよう

になる．

{pA = 1 − η and pB ≤ 1 − η} or {pA ≥ 1 − η and pB = 1 − η} (3.36)

また，主観的評価の不一致による調整の失敗の条件も，以下のように表せる．

pB ≤ 1 − η ≤ pA ただし pA ̸= pB (3.37)

これらをまとめると，図-3.3のようになる．

次に η < 1/2の場合を分析する．このとき，調整の失敗が起こる条件は，式 (3.32)よ

り pA ≥ ηかつ pB ≤ 1− ηである．調整の失敗が生じているとき，両国政府の想定して

いた均衡戦略は，
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SA
∗ =

 (H,H) if η ≤ pA ≤ 1 − η

(H,L) if pA > 1 − η
(3.38)

SB
∗ =

 (H,H) if η ≤ pB ≤ 1 − η

(L,H) if pB < η
(3.39)

と求められる．す なわ ち，均衡選択の不確実性による調整の失敗の条件は以下の

ようになる．

{η ≤ pA ≤ 1 − η and pB ≤ 1 − η} or {η ≤ pB ≤ 1 − η and pA ≥ η} (3.40)

同様に，主観的評価の不一致による調整の失敗の条件も，以下のように表せる．

{pB ≤ 1 − η < pA} or {pB < η ≤ pA} (3.41)

同様にしてまとめると，図-3.4の様に示すことが出来る．

以上を整理すると，以下の命題１が得られる．

命題１ ゲーム Γでは，pB ≤ 1 − ηかつmin{η, 1 − η} ≤ pAのとき，調整の失敗が起こり，

図-3.3，図-3.4の様に整理できる．すなわち，式 (3.42)が成立しているときは均衡選択

の不確実性によって，式 (3.43)が成立しているときは主観的評価の不一致によって調

整の失敗が生じる． {pA = 1 − η and pB ≤ 1 − η} or {pA ≥ 1 − η and pB = 1 − η} if η ≥ 1/2

{η ≤ pA ≤ 1 − η and pB ≤ 1 − η} or {η ≤ pB ≤ 1 − η and pA ≥ η} if η < 1/2
(3.42)

 pB ≤ 1 − η ≤ pA ただし pA ̸= pB if η ≥ 1/2

{pB ≤ 1 − η < pA} or {pB < η ≤ pA} if η < 1/2
(3.43)

この命題１によって，国際インフラのハブ拠点化をめぐる，調整の失敗の発生メ

カニズムが明らかになる．均衡選択の不確実性による調整の失敗が生じる場合，将

来 に 対 す る 両 者 の 主 観 的 な 想 定 は 近 い に も 関 わ ら ず，と も に 社 会 的 に 最 適 で な い

均 衡 プ レ イ を 選 択 し て し ま う．国 際 イ ン フ ラ と 民 間 ア ク タ ー の 経 済 活 動 に 補 完 性
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が存在し，民間アクターの行動に不確実性が生じてしまうためである．その結果，

両国政府は不確実ながらも，ハブ拠点化を図って，大規模な投資を行ってしまう．こ

れはハブ拠点化をめぐるコンフリクトを表しており，図-3.3，図-3.4より pA = pB の場

合でも起こりうることが分かる．

また，主観的評価の不一致による調整の失敗は，それぞれの国が自国に対して大

きな自信と確信を持つ (pAが大きく pB が小さい)ために，相手政府が調整を図ってく

れると考え，両国政府共にハブ拠点を目指した国際インフラ整備を行ってしまうの

である．この場合，pA = pBでは起こりえないことからも，両国政府の将来に対する

認識の相違のよるものであることが示されている．すなわち，この２つの要因に

より，社会的に最適でない均衡をもたらし，地域単位での社会的損失が発生してし

まうのである．

また，図-3.3と図-3.4を比較すると，明らかに η < 1/2のときの方が，調整の失敗が

生じやすい．ここで，式 (3.13)より，以下の命題２が言える．さらに，ηが小さい方が

調整の失敗が起こりやすいことも分かる

命題２ ゲーム Γでは，ハブ拠点化したときのメリットが大きいほど，調整の失敗が

生じやすい．

ηが小さいことは，取引費用が大きい，もしくは投資費用の差が小さいというこ

とである．ま投資費用の差に対して取引費用が大きいことは，自国の国際インフラ

がハブ拠点化した場合と，非ハブ拠点化した場合を比較したメリットの大きさを示

している．すなわち ηは，ハブ拠点化をめぐる国際的なコンフリクトを表しており，

競合がより熾烈なほどに調整の失敗が起こる可能性が高いことを示唆している．

このように，調整の失敗が生じる要因は 1)均衡の不確実性，2)主観的評価の不一

致の 2点である．また，ハブ拠点化をめぐる競合の熾烈さが，調整の失敗の生じや

すさを決める一因であることが分かった．それではこれらを解消するにはどうすれ

ば良いだろうか．次章では，主観的評価の不一致に焦点をあて，その不一致を認識

した状態を仮定した場合，均衡がどのように変化するかを分析し，調整の失敗を

回避出来る可能性を示す．
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第4章 主観的評価認識モデル

4.1 モデル化の前提条件

3では，プレイヤーが互いに補完性を持つ環境で，主観ゲームモデルを用いて調

整の失敗のメカニズム を分析した．本章では特に，将来に対する主観的な想定の

相違に注目する．主 観ゲームモデルでは，互いに主観的評価の不一致がある こ と

を認識していなかったが，これより定式化する，主観的評価認識モデルでは，互い

に pA, pBを認識した状態を仮定する．これによって，主観的評価の不一致がもたらす

影響について，さらに詳しく分析していく．

このモデルでは，piに互いの認識がある以外は，主観ゲームモデルと同じ環境を

仮定する．そのため，主観ゲームモデルと同様に，民間アクターの意思決定を所与

と し て ，両 国 政 府 の イ ン フ ラ 整 備 投 資 戦 略 を 決 定 す る ．こ の ゲ ー ム を ゲ ー ム Γ′ と

すると，i国の主観的期待利得E[ui
i(S|pi)]を用いることで，自然手番を省略した形で

図-4.1のように展開型で表現できる．

主観ゲームモデルと同様に，後向き帰納法によって均衡解を求めよう．

sA = H のとき，式 (3.12)より，B国政府の最適戦略は以下のようになる．

sB
∗(H) =

 H if sA = H and pB ≤ 1 − η

L if sA = H and pB > 1 − η
(4.1)

また，sA = Lのときも同様に，式 (3.16)より最適戦略を求めると，

sB
∗(L) =

{
H if sA = L (4.2)

となる．この，B国政府の戦略を所与とすると，A国政府の主観的期待利得uA
A(sA, sB

∗|pA)

は，
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uA
A(sA, sB

∗|pA)


ϕA − cH if sA = H and pB ≤ 1 − η

R − cH if sA = H and pB > 1 − η

R − t − cH if sA = L

(4.3)

と表される．

ここで，式 (3.17)より，A国政府の最適戦略 sA
∗は，ηによらず，以下のように定式化

できる．

sA
∗ =

 H {if pA ≥ η and pB ≤ 1 − η} or if pB > 1 − η

L if pA < η and pB ≤ 1 − η

(4.4)

以上より，ゲーム Γ′の均衡解 S′∗は，

S′∗ = (sA
∗, sB

∗) =


(H,L) if pB > 1 − η

(H,H) if pA ≥ η and pB ≤ 1 − η

(L,H) if pA < η and pB ≤ 1 − η

(4.5)

と求めることが出来る．

すなわち，調整の失敗が生じる条件は，pA ≥ ηかつ pB ≤ 1− ηである．このとき ηの

大きさに関して場合分けを行うと，図-4.2，図-4.3の様に示すことが出来る．

4.2 主観的評価の不一致の認識

主観的評価認識モデルにおいては，両国政府は互いに相手の主観的評価確率を

認識しているので，生 じうる調整の失敗は，均衡選択の不確実性に起因する も の

だけとなる．つまり，調整の失敗が生じるとき，その要因は共に均衡選択の不確実

性によるものだけとなる．このとき，命題１と比較すると，調整の失敗は生じにく

くなっていることが分かる．ただし，均衡選択の不確実性による調整の失敗に関し

ては，むしろ生じやすくなっている．特に図-4.2，図-4.3をみると，分かりやすくその

差が分析出来る．η < 1/2では，調整の失敗が生じる要因が一つになっただけで，生
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じにくくなっている訳ではない．一方，η ≥ 1/2のとき，明らかに調整の失敗が生じ

にくくなっていることが分かる．すなわち，以下の命題３が得られる．

命題３ ゲーム Γでは，国家間において，互いの将来に対する主観的評価を認識し合

うことにより，主観的評価の不一致による調整の失敗を完全に回避出来る．また，

ハブ拠点化した場合のメリットが比較的小さい場合 (η ≥ 1/2)，調整の失敗を生じに

くくすることが出来る．

命題３より，将来の想定に関する主観的な評価を互いに認識することによって，主

観的評価の不一致に起因する調整の失敗を完全に回避し，環境によっては調整の失

敗を生じにくくすることが可能であると言うことが分かった．さらに，図-4.2を見る

と，pA = pBの場合であれば，確実に調整の失敗を回避出来ることが分かる．すなわ

ち，以下の命題４が得られる．

命題４ ゲーム Γ′では，pA = pB かつ η ≥ 1/2のとき，調整の失敗は起こりえない．

このことから，国家間の，将来に関する主観的な相違の認識の必要性が伺える．

特に，分権的な側面が存在する国際インフラネットワーク形成においては，互いの

想定に相違があることは十分に考えられる．国際交通インフラに関する国土計画

では，今後は国家間の想定の相違を考慮した整備計画が必要になることが言える．

例えば国際会議等を通じて，諸外国政府の将来の主観的な想定を互いに認識する

必要がある．

また，ハブ拠点化した ときに大きく利得に差が開かないような環境づくりも重

要であり，モデルにおける取引費用 tの削減，すなわち諸外国民間アクターに対す

る優遇措置などを通し て，利得の分配を行う必要があると言える．主観的評価の

不一致が認識出来たとして，ハブ拠点化の格差が大きい場合は競合が熾烈になる

だけで，コーディネーションが果たされた訳ではない．均衡の不確実性による調整

の失敗に陥りやすいことは，ハブ拠点化をめぐる競争がより熾烈になったことを示

しており，相手国の思惑が認識出来た分，自国にとっては本来確実にハブ拠点化出

来るような想定をした場合でも，主観的な期待値が高いために不確実だと分かって

いながらハブ拠点の競 合に繰り出すのである．すなわち，意図せざる要因による
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社会厚生の損失は防げたが，逆に意図的な意味で社会全体の損失を招いているこ

とになり，それを解消するような制度設計が必要となる．

その一方で，ハブ拠点化の格差が小さくてかつ両国の想定が一致した場合は，社

会的に最適でない国土 計画は行われない．すなわち，地域全体として利得の分配

を促す制度設計を前提に，国際交渉を通じた両国の合意形成が必要とされる．

4.3 政策的示唆

以上より，本研究で得られた政策的示唆をまとめると以下のようになる．

• 国際インフラネットワーク形成における，不整合的な国土計画は，1)将来の不確

実性，2)それに対する主観的評価の不一致，の２つの要因によるものである．

• 地域単位での制度設計への取り組みと，地域内での合意形成によって，不整合

な国土計画を抑制出来る．

本研究の主な焦点と しては，国際的に不整合な国土計画が生じるメカニズム解

明であり，上記の通り，その要因を明示的に示すことが出来た．また，具体的 な 政

策提言として，1)諸外国アクターに対する柔軟な対応 (優遇措置)の必要性，2)国際

交渉による諸外国国家との合意形成，を掲げることにする．今後ますます熾 烈 化

していくであろう東アジア地域のハブ拠点化競合において，各国家は国益だけで

なく，地域単位で利益を考え，東アジア地域として整合的なネットワーク形成を図

らなければならない．よりよい環境づくりとしての外国アクターに対する優遇措

置の必要性．そしてその環境において，東アジア地域として整合的なネットワーク

作りに有効となるであろう，国家間の合意形成の必要性．この２点が本研究の分析

から得られた重要な政策的示唆である．

しかしながら，最適な制度設計や国家間の合意形成は，東アジア地域の現状を見

ると非常に難しい．すなわち，それぞれが独立して意思決定を行うのではなく，東

アジア地域としての将来のビジョンを検討する必要があるのだ．これは，東アジア

地域単位，つまり国際的な国土計画の策定の必要性を示しており，それは今後の東

アジアの経済的かつ持続的な発展に望まれるものでもあると言える．本研究を通

して得られた知見が，より円滑な国際ネットワーク作り，ひいては高度な経済統合

へのより良いアプローチのヒントとなれば幸いである．
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第5章 おわりに

本研究では，主観ゲームモデルを用いて，経済活動と補完性のある国際インフラ

整備政策における，調整の失敗について分析した．また，主観的評価認識モデルに

よって，将来に対する主観的な評価の相違を認識出来た場合，諸外国アクターに対

する優遇措置と国際的な合意形成により，調整の失敗が回避出来ることを示した．

それらを通して，今後の国土計画を考える上で，既存の研究とは違う，新たな視

点からの示唆を与える ことが出来た．しかしながら，これらは本研究に用いたモ

デルの仮定でのみ得ら れた結論であるのもまた事実である．特に，本研究では現

実の社会環境を極端に簡略化して定式化を行っている．

本 研 究 で は ，主 観 ゲ ー ム モ デ ル に お い て ，２ 国 対 称 な 利 得 構 造 を 仮 定 し て い た

が，現実 的には ，そ の利 得の想定自体が各国政府や民間の間で相違が存在し て い

る可能性があり，利得の決定はより複雑であろう．また，主観的評価確率に関して，

その形成過程の分析や，それを国家間で認識した上で更新していく場合の分析も

必要であろう．そして，このモデルは２国間のモデルであるが，実際はさらに多く

の国や民間アクターによって，より複雑に戦略的な思惑が相互作用しており，調整

の失敗が生じる要因は，本研究で明らかになった均衡選択の不確実性，主観的評価

の不一致以外にも存在しうるであろう．

このように，様々な課題を残しつつも，国土計画を対象とした分析では，本研究

のように主観的な相違を想定した理論的枠組みが過去にあまり為されていなかっ

たことを考えると，今後の研究のベンチマークモデルになりうるだろう．
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付 録A 付図・付表

第２章の図表

図–2.1 国際交通インフラと補完性

付–1



第３章の図表

図–3.1 ２国間の国土計画策定モデル

図–3.2 主観ゲーム Γi

注 ）nは 自 然 手 番 を 表 し ，piは i国 政 府 が 想 定 す る 主 観 的 確 率 を 表 す．ま た ，点 線 で 連 結 さ

れ て い る ノ ー ド は ，同 一 の 情 報 集 合 に 含 ま れ る こ と を 表 し て い る ．

付–2



表–3.1 S = (L,L)の場合のゲームG1

A B 0

A (r, r − t) (0, 0) (0, 0)

B (0, 0) (r − t, r) (0, 0)

0 (0, 0) (0, 0) (0, 0)

表–3.2 S = (H,L)の場合のゲームG2

A B 0

A (R, R − t) (0, 0) (0, 0)

B (0, 0) (r − t, r) (0, 0)

0 (0, 0) (0, 0) (0, 0)

表–3.3 S = (L,H)の場合のゲームG3

A B 0

A (r, r − t) (0, 0) (0, 0)

B (0, 0) (R − t, R) (0, 0)

0 (0, 0) (0, 0) (0, 0)

表–3.4 S = (H,H)の場合のゲームG4

A B 0

A (R, R − t) (0, 0) (0, 0)

B (0, 0) (R − t, R) (0, 0)

0 (0, 0) (0, 0) (0, 0)
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図–3.3 η ≥ 1/2のときの調整の失敗

図–3.4 η < 1/2のときの調整の失敗
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第４章の図表

図–4.1 主観的期待利得を用いて表現したゲーム Γ′
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図–4.2 η ≥ 1/2のときの調整の失敗

図–4.3 η < 1/2のときの調整の失敗

付–6
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